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２
０
２
３
年
は
、
日
本
経
済
に
と
っ

て
良
好
な
変
化
が
い
く
つ
か
見
ら
れ
た

一
年
で
あ
っ
た
。
そ
の
最
大
の
要
因
は

５
月
に
実
施
さ
れ
た
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
５
類
移
行
に
伴
う
経
済
正
常
化
が

個
人
消
費
を
回
復
さ
せ
た
。
ま
た
、
年

間
を
通
じ
て
省
力
化
・
効
率
化
の
設
備

投
資
や
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
需
要
回
復
、

2
0
2
3
年

  
景
気
動
向
調
査
総
括

賃
上
げ
や
価
格
転
嫁
が
加
速
し
た
。
し

か
し
、
物
価
高
に
賃
上
げ
が
追
い
付
か

ず
、
実
質
賃
金
は
前
年
比
マ
イ
ナ
ス
圏

で
推
移
し
た
。

　

新
南
陽
地
区
の
２
０
２
３
年
推
移
を

見
て
み
る
と
、
７
～
９
月
期
ま
で
順
調

に
回
復
を
見
せ
て
い
た
も
の
の
、
10
～

12
月
に
は
悪
化
に
転
じ
て
い
る
。
10
～

12
月
期
の
業
種
別
業
況
Ｄ
Ｉ
は
建
設
業
、

運
輸
業
が
▲
１
０
０
％
と
な
っ
て
お
り
、

物
価
高
騰
、
人
材
不
足
が
重
荷
と
な
っ

て
い
る
と
思
わ
れ
る
。

　

政
府
は
２
０
２
３
年
11
月
に
「
デ
フ

レ
完
全
脱
却
の
た
め
の
総
合
経
済
対
策
」

を
閣
議
決
定
し
た
。
経
済
対
策
の
構
成

は
、
①
物
価
高
対
策
②
持
続
的
な
賃
上

げ
③
国
内
投
資
の
促
進
④
人
口
減
少
対

策
と
デ
ジ
タ
ル
社
会
へ
の
変
革
⑤
防
災
・

減
災
の
5
本
柱
。

　

岸
田
文
雄
首
相
は
「
来
年
夏
の
段
階

で
賃
上
げ
と
所
得
減
税
を
合
わ
せ
る
こ

と
で
、
所
得
の
伸
び
が
物
価
上
昇
を
上

回
る
状
態
を
確
実
に
つ
く
る
」
と
語
っ

た
。（
日
本
経
済
新
聞
11
月
2
日
）

　

２
０
２
４
年
以
降
は
実
質
賃
金
の
改

善
で
個
人
消
費
が
回
復
す
る
中
、
欧
米

の
イ
ン
フ
レ
抑
制
の
利
下
げ
に
よ
る
外

需
環
境
が
好
転
す
る
こ
と
で
、
徐
々
に

輸
出
が
増
加
す
る
こ
と
を
期
待
す
る
。

2
0
2
3
年
1
月
～
12
月
の
各
４
半
期
に
お
け
る
景
況
感
と
、

今
後
に
お
け
る
景
況
見
通
し

新
南
陽
地
域
の
企
業
延
べ
261
社

商
工
会
議
所
経
営
指
導
員
等
職
員
の
巡
回
相
談
時
に
調
査
票
回
収

「
業
況
」、「
売
上
高
」、「
採
算
」、「
仕
入
単
価
」、「
従
業
員
」、

「
設
備
」、「
資
金
繰
り
」

調

査

概

要

調
査
対
象
期
間

調
査
対
象

調
査
方
法

調
査
項
目

2023年業況DI推移
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新南陽地区 山口県

産

業

全

体

個
人
消
費
の
回
復
に
支
え
ら
れ
、7
～
9
月
期
ま
で
は
35
ポ
イ
ン
ト
改
善
、

２
０
２
４
年
は
実
質
賃
金
の
改
善
に
よ
る
需
要
の
増
加
に
期
待
す
る
。

新南陽地区は経営指導員が訪問調査した結果と山口県は山口県中小企業
景況調査結果をもとにグラフ化出典
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